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設置者の名称
（法人等） ○○法人　○○○○会

令和６年度 特定子ども・子育て支援施設等確認指導・監査事前提出資料

ふりがな ○○ほうじん　○○○○かい
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施設長の氏名 藤沢　二郎

施設の
所在地
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（電話番号） 0466-50-3562 （FAX番号） 0466-50-8428

（E-Mail） fj1-kodomo-se@city.fujisawa.lg.jp

定 員 〇 人1

資料作成者
職・氏名 藤沢　三郎

※子ども・子育て支援法に基づき、無償化の対象施設・事業となるための「確認」を受けた日
付を入力してください。
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この様式で示す法令・通知は、次のとおりです。

法

運営基準

＜記入要領＞
・

・ 必要事項を記入するか、該当項目のチェックボックスを選択して下さい。
（チェックボックスにポインターを合わせ、クリックすれば選択できます）

未選択
選択済

・

子ども・子育て支援法（平成２４年 法律第６５号）

この資料は、法第30条の3において準用する第14条及び第58条の8の規定に基づき、市が実施す
る確認指導・監査に必要な情報を記載するものです。

質問された事態が発生していない場合もある（保護者が不正に施設等利用費を受けていたら市
に通知する等）と思いますが、発生したらどうするかと仮定して回答してください。

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設
等の運営に関する基準（平成２６年 内閣府令第３９号）

事前提出資料の作成方法、添付書類等に関するご質問は、

藤沢市子ども青少年部子育て企画課監査担当（ＴＥＬ．０４６６－５０－３５６２）までお問い合わせく

ださい。



１．教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録（運営基準第５４条）

有 （ クラスごと 児童ごと）

無

有

無

有 （内容 ）

無

２．利用料及び特定費用の額の受領（運営基準第５５条）

(1)

  ア　施設等利用給付認定保護者との間で、適切な利用料で契約等を締結している

はい いいえ 契約実績がない

(2) 特定費用（利用料以外の金銭）の支払を受けている。

　ア　

はい いいえ 特定費用を徴収していない

　イ　上記「はい」の場合、徴収している特定費用の名称・金額

円

円

円

円

　　年額　　　月額　　　日額　　　都度

　　年額　　　月額　　　日額　　　都度

　　年額　　　月額　　　日額　　　都度

出席簿

特定子ども・子育て支援を提供した際、施設等利用給付認定保護者から利用料の支払いを
受けている

特定費用（日用品、文房具、その他必要な物品の購入費用、行事参加費等）の徴収にあた
り、当該支払いを求める金銭の使途及び額並びに理由について書面により明らかにし、施
設利用給付認定保護者に対して説明を行い、同意を得ている

幼児教育施設施設等の類型

　令和５年度（２０２３年度）に提供した特定子ども・子育て支援及び施設等の運営状況に
　ついて確認をするものになります。

　　１．教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録（運営基準第５４条）
　　２．利用料及び特定費用の額の受領（運営基準第５５条）
　　３．領収書及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付（運営基準第５６条）
　　４．施設等利用給付認定保護者に関する市への通知（運営基準第５８条）
　　５．施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則（運営基準第５９条）
　　６．秘密保持等（運営基準第６０条）

名称

給食費 ○○

その他記録

１人当たりの金額

　　年額　　　月額　　　日額　　　都度

　特定子ども・子育て支援を提供した日、提供日ごとの時間帯、当該特定子ども・子育て支援
の具体的な内容等を記録した書類を作成している

保育日誌等
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３．領収書及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付（運営基準第５６条）

(1)

　　　
※

　ア

はい いいえ

　イ

はい いいえ

 ウ

はい いいえ

  エ　利用料の支払状況、支払額を管理している

はい いいえ

４．施設等利用給付認定保護者に関する市への通知（運営基準第５８条）

(1)

  ア　施設等利用給付認定保護者が偽りその他不正な行為を行った場合、市に通知している

はい いいえ
　　  ※ 事態が発生していない場合は、発生した場合を仮定して回答してください。

５．施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則（運営基準第５９条）

(1)

  ア　施設等利用給付認定子どもに対して、差別的な取り扱いをしていないか

はい いいえ

６．秘密保持等（運営基準第６０条）

(1)

  ア

はい いいえ

  イ

はい いいえ

(2)

  ア

はい いいえ

特定子ども・子育て支援施設等が小学校、他の特定子ども・子育て支援施設等その他の機
関に対して施設等利用給付認定子どもに関する情報を提供することを施設等利用給付認定
保護者との間で書面による合意を取り交わしているか

その他（　       　       　　　　　）

施設等の職員及び管理者並びに職員であった者が、業務上で知り得た施設等利用給付認定
子ども又はその家族の秘密に関する管理・保管方法について、法人内の規定等に整備され
ているか

その他（　       　       　　　　　）

施設等の職員及び管理者並びに職員であった者が、業務上で知り得た施設等利用給付認定
子ども又はその家族の秘密の取り扱いについて、適切な指導等がされているか

その他（　       　       　　　　　）

小学校、他の特定子ども・子育て支援提供者その他の機関に対して、施設等利用給付認定
子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により当該子どもの保護者の同意
を得ている

施設等利用給付認定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特定子ども・子育て支援の提供
に要する費用を負担するか否かによって、差別的な取り扱いを強いていない

職員及び管理者並びに職員であった者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た施設等
利用給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らしていない

施設等利用給付認定保護者に対して、必要事項が記載された領収書及び提供証明書を交付
しているか

無償化対象として保育の提供をしておらず、特定子ども・子育て支援提供証明書の交付をしてい
ない場合は、以下のア～エは回答不要です

施設等利用給付認定保護者に対し、領収書及び提供証明書を発行している

特定費用を徴収している場合、領収書には利用料の額と特定費用の額を区分して記載して
いる

特定子ども･子育て支援を提供した日、時間帯、内容、費用の額（特定費用の額は除く）、
その他必要な事項を記載した提供証明書を交付している

特定子ども・子育て支援を受けている施設等利用給付認定子どもの保護者が偽りその他不
正な行為によって施設等給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意
見を付してその旨を市町村に通知している
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実地による確認指導の対象施設向け

７．当日準備する書類

基準

(2)
利用料及び特定費用の
額の受領

５５条

①保護者との間に締結した契約により定められた利用料の額の支払を
受けていることがわかる資料
（例：利用申込書、利用契約書、重要事項説明書等）

②特定費用について、あらかじめ金銭の使途、額、理由について書面
により明らかにしていることがわかる資料
（例：利用申込書、利用契約書、重要事項説明書、パンフレット、同
意書等）

③特定費用について、保護者への説明を行い、同意を得ていることが
わかる資料
（例：同意書等）

項　目 書類等の内容

(1）
特定子ども・子育て支
援の提供記録

５４条

特定子ども・子育て支援を提供した日、時間帯、支援の具体的な内
容、その他必要な記録がされている資料
（例：保育日誌、保育状況記録簿、登園簿等）

(5)
秘密保持等

６０条

①施設職員又は施設職員であった者が、正当な理由がなく、業務上知
り得た子ども又はその家族の秘密を漏らさないよう、必要な措置を講
じていることがわかる資料
（例：就業規則、雇用契約書、個人情報に関する誓約書等）

②他の機関に対し、子どもに関する情報を提供する際には、あらかじ
め文書により保護者の同意を得ていることがわかる資料
（例：個人情報提供に関する同意書等）　※２

※２　事例がない場合は不要

(3)
領収証及び特定子ど
も・子育て支援提供証
明書の交付

５６条

①利用料と特定費用を区分して記載した領収証を交付していることが
わかる資料
（例：領収証、領収書兼提供証明書の控え）

②特定子ども・子育て支援を提供した日、時間帯、支援の内容、費用
の額等を記載した提供証明書を交付していることがわかる資料
（例：提供証明書、領収書兼提供証明書の控え）

(4)
施設等利用給付認定保
護者に関する市への通
知

５８条

①保護者が偽りその他不正な行為によって施設等利用費の給付を受
け、又は受けようとしたとき、遅滞なく、意見を付してその旨を市町
村に通知していることがわかる資料
（例：施設等利用給付の認定を受けた保護者に関する市町村への通知
控え） ※１

※１　事例がない場合は不要
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書面による確認指導の対象施設向け

７．事前提出資料に添付していただく書類

基準項　目 書類等の内容 書類等の有無

(1）
特定子ども・子育て支
援の提供記録

５４条

特定子ども・子育て支援を提供した日、時間帯、支援の
具体的な内容、その他必要な記録がされている資料　※
１
（例：保育日誌、保育状況記録簿、登園簿等）

※１　令和５年度に無償化対象として特定子ども・子育て支援の
　　　提供をしていない場合は様式のみ提出

あり

(2)
利用料及び特定費用の
額の受領

５５条

①保護者との間に締結した契約により定められた利用料
の額の支払を受けていることがわかる資料 ※２
（例：利用申込書、利用契約書、重要事項説明書等）
※２　令和５年度に無償化対象として特定子ども・子育て支援の
　　　提供をしていない場合は添付不要

あり

②特定費用について、あらかじめ金銭の使途、額、理由
について書面により明らかにしていることがわかる資料
※３
（例：利用申込書、利用契約書、重要事項説明書、パン
フレット等）

※３　令和５年度に無償化対象として特定子ども・子育て支援の
　　　提供をしていない場合は、特定費用の額等に係る説明資料
　　　のみ提出

あり

③特定費用について、保護者への説明を行い、同意を得
ていることがわかる資料　※２
（例：同意書等）

※２　令和５年度に無償化対象として特定子ども・子育て支援の
　　　提供をしていない場合は添付不要

あり

(3)
領収証及び特定子ど
も・子育て支援提供証
明書の交付

５６条

①利用料と特定費用を区分して記載した領収証を交付し
ていることがわかる資料　※４
（例：領収証、領収書兼提供証明書の控え）

あり

②特定子ども・子育て支援を提供した日、時間帯、支援
の内容、費用の額等を記載した提供証明書を交付してい
ることがわかる資料　※４
（例：提供証明書、領収書兼提供証明書の控え）

※４　令和５年度に無償化対象として特定子ども・子育て支援の
　　　提供をしていない場合は添付不要

あり

(4)
施設等利用給付認定保
護者に関する市への通
知

５８条

①保護者が偽りその他不正な行為によって施設等利用費
の給付を受け、又は受けようとしたとき、遅滞なく、意
見を付してその旨を市町村に通知していることがわかる
資料　※５
（例：施設等利用給付の認定を受けた保護者に関する市
町村への通知控え）

※５　事例がない場合には添付不要

事例なし

(5)
秘密保持等

６０条

①施設職員又は施設職員であった者が、正当な理由がな
く、業務上知り得た子ども又はその家族の秘密を漏らさ
ないよう、必要な措置を講じていることがわかる資料
（例：就業規則、雇用契約書、個人情報に関する誓約書
等）

あり

②他の機関に対し、子どもに関する情報を提供する際に
は、あらかじめ文書により保護者の同意を得ていること
がわかる資料　※６
（例：個人情報提供に関する同意書等）

※６　施設等利用給付認定子どもに関する情報を他の機関に提供
　　　した事例がない場合は添付不要

事例なし
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